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1997 年から 2007 年までの 10 年間に店舗数は
























































商店数（万店） 販売額（兆円） 売場面積（千㎡） 売場効率（千円 / ㎡・年）
97 年比 97 年比 97 年比 97 年比
実数 増減率（%） 実数 増減率（%） 実数 増減率（%） 実数 増減率（%）
小売業 113.8 ▲ 19.8 134.7 ▲ 8.8 149,664 16.8 900 ▲ 21.9
チェーン小売業 15.1 ▲ 21.8 55.1 ▲ 2.5 80,247 35.2 686 ▲ 27.9
専門店・中心店 98.7 ▲ 19.5 79.6 ▲ 12.7 69,418 1.0 1,147 ▲ 13.6
卸売業 33.5 ▲ 14.5 413.5 ▲ 13.8 - - - -
























区　　分 業　　　　　　態 1997 年 2007 年 07 年 /97 年 （%）
総合業態
百貨店 10,670,241 7,708,768 ▲ 27.8
　　うち大型百貨店 （3,000 ㎡超） 10,380,356 7,323,980 ▲ 29.4
総合スーパー 9,956,689 7,446,736 ▲ 25.2
　　うち大型スーパー（3,000 ㎡超） 8,986,997 6,947,294 ▲ 22.7
専門業態
専門スーパー 20,439,962 23,796,085 16.4 
　　うち衣料品スーパー 1,153,739 1,680,800 45.7 
　　うち食料品スーパー 14,768,134 17,106,265 15.8 
　　うち住関連スーパー 4,518,089 5,009,020 10.9 
＊総合業態：衣・食・住の各商品取扱比率が 10％以上 70％未満，従業員 50 人以上の店舗




































図表－４　都道府県別の小売業販売額と購買力指数の変化（1997 年⇒ 2007 年）
 





















































・当初は，日本人観光客や現地駐在員向 ・タイ（1 店）  ・中国（5 店）
　けの店舗として欧米主要都市に出店
三　越
・イギリス（*1 店） ・イタリア（*1 店） ・アメリカ（1 店）
・2000年以降は，アジアへの展開に転換， ・中国（1 店）  ・台湾（6 店）














・アメリカ（6,515 店）  ・タイ（5,270 店） 
・早くから海外に展開したｾﾌﾞﾝｲﾚﾌﾞﾝ，ﾌｧﾐ ・台湾（4,744 店）  ・韓国（2,186 店）
　ﾘｰﾏｰﾄの2社は海外店舗数が国内を凌駕 ・中国（1,670 店）  ・その他（4,558 店）
コンビニ ・子会社による展開，現地有力企業との
ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ
・韓国（4,743 店）  ・台湾（2,424 店）
　合弁，同ｴﾘｱﾗｲｾﾝｼｰ供与による展開など ・タイ（565 店） ・中国（359 店）　・その他（10 店）
　多様な形態を採用 ミニストップ ・韓国（1,207 店）  ・フィリピン（283 店） ・中国（3 店）





・海外展開実績がある企業は未だ少ない ・アジア（8 ｹ国に出店）  ・アメリカ
・しかし，検討，準備を始めた企業は多く,
ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ
・海外店舗 136 店・・・中国（54 店）　・香港（13 店）
　今後は多様な業種の進出が見込まれる ・韓国（48 店）　・イギリス（14 店）















































































































所在地 鳥取県日野郡日野町 ・人口約 13,000 人（日野郡）の中山間地域





②コンビニエンスストア　　1 店舗 ・ローソンの FC 加盟
売上高 約７億円 ・2008 年推定































事業開始時期 2006（H18）年 3 月 ・店舗だけでは売上確保が難しいため，顧客のもとへ出向く販売を追加
販売車











日野郡日野町・江府町内 ・1 日に 12 集落程度を巡回して販売





購入客数 60 人 / 日程度 ・1 集落の常連客は平均 5 人程度
客単価

































販売をいち早く 2009 年 10 月から開始した。当
初は 3 ㌧車 3 台を導入し，管内３地域を対象に週
6 日稼働体制でスタートした。
















象に，車両（補助率 2/3，限度額 400 万円），人
















































65 歳以上の高齢者が全国最多の約 260 万人も居
住する高齢者の多住地域だからだ。そして，独居








は約 342 万人まで増大し，かつその 53% に当る














高は前年比 4.1% 増の４兆 3,100 億円となった。




















３地域から営業開始 ・1 日に 10 ～ 15 集落を巡回して販売，各集落を最低週１回は訪問
販売方法 1 車両２人販売体制 ・運転手と販売員（接客・レジ対応）のペア体制，生協職員が対応
顧　　客 60 歳以上が約 85%
・利用者の評価は高く，降雪のある冬場の買物利便性の向上
・県の事業では，生協への未加入者の比率が高く（70% 強），加入促進も期待できる
購入客数 1,200 人 / 週程度 ・目標は 9,000 人 / 週　（2014 年：販売車両 20 台体制）
客単価 1,600 ～ 1,700 円



























































運営主体 ｲﾄｰﾖｰｶ堂 イオン 西友 住友商事 ｽｰﾊﾟｰサンシ いちいｽｰﾊﾟｰ
（サミットストア） （ヤマト運輸）
形　態 店舗型 店舗型 店舗型 センター型 店舗型 店舗型
事業開始時期 2001 年 3 月 2008 年 4 月 2000 年 5 月 2007 年 4 月 1980 年代 2009 年 10 月
実施店舗数 約 130 店 約 120 店 約 50 店 － 7 店 １店
取扱商品数 約３万点 約 6,000 点 約 4,000 点 約 4,000 点 約 4,500 点 約 3,500 点
配送料
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○ ～前日 20:00 11:00 ～ 13:00
○ ～ 08:00 12:00 ～ 14:00
○ ～ 10:00 14:00 ～ 16:00
○ ～ 12:00 16:00 ～ 18:00
○ ～ 14:00 18:00 ～ 20:00
○ ～ 16:00 20:00 ～ 22:00





































図表－ 12 スーパーサンシの宅配スーパー事業の概要 （同社へのインタビュー調査による）
項　　　目 概　　　要 備　　　　　考
事業開始時期 1980 年代後半 ・当初はセンター方式で宅配事業の実験を実施
基本システム 店舗型・自前配送方式
・7 店舗で実施。サービス地域は各店舗から車で 30 分圏程度











会員数 約 15,000 人
・アクティブ会員が 1 万人強
・30 ～ 40 歳代が中心。高齢者は 10% 程度（高齢者比率は当初からほぼ一定）
配送料金 500 円 / 月，100 円 / 回
・ほとんどが 500 円 / 月（配達場所が 2F 以上 =800 円 / 月）に加入
・月額会員は，ロッカー無料貸与，らくだ便（店頭での買い物の配送）と安心
　クラブ（高齢者，障害者対象の安否確認，御用聞き）の無料特典あり
注文数 平均 2,300 件 / 日
・7 店舗合計。多い日で 4,000 件 / 日。多い店舗で 1,000 件 / 日
・週２回のチラシ配布日の翌日の注文が多い（平均 2 回 / 週の注文回数）



























































・タッチパネル端末の設置個所が 60 ｹ所を超え，全注文数の 10% が同端末経由
会員数 約 2,000 人
・30 ～ 40 歳代が 6 割程度。高齢者会員比率は 20％程度と比較的高い
・当面 1 万人が目標。先行事例では，日々の注文数は会員数の１％程度
配送料金 350 円 / 回 ・2,000 円以上購入で無料。その場合は，いちいｽｰﾊﾟｰが配送料を負担
注文数 平均 20 件 / 日
・10 ～ 25 件程度で推移
・受注件数 50 件 / 日が損益分岐点
客単価 平均 4,000 円前後















































































































































サービスの提供では，マスからワン ･ トゥ ･ ワ
ンへとマーケティング活動の転換も不可欠だ。幸
い，昨今のＩＴ技術，機器の急速な進化は，技術
的にも，コスト的にもそれを可能にしている。
さて，もう一つ，小売業の問題は都市構造や居
住形態，交通システムなどと関わる社会システム
の在り方そのものの問題でもある。そのため，問
題の解決に向けては消費者も自らが積極的に関与
することが必要だ。その意味でコミュニティの在
り方にも関わる問題だ。次には行政や市民が高齢
社会に対応した社会システムづくりにどのように
関わるべきかを，「買い物行動」の切り口から検
討してみたい。
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